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1823年6月5日：ラッフルズがシンガポール・インスティテューション
の礎石を据えます。同校は1868年にラッフルズ・インスティテュー
ションと改称され、後に英語を教授言語とする学校となります。1

1886年3月1日：ウィリアム・オールダムが、アモイ・ストリートの
ショップハウスで13人の生徒とともにアングロ・チャイニーズ・ス
クールを創設します。2

1949年：学齢期の子どもの約70％が、319校ある華語学校のいずれか
に通っています。10月8日にはマラヤ大学が発足します。3

1955年：リー・クアンユーが32歳で標準中国語を学び始めます。福建
会館が寄付した土地に南洋大学が創設されます。4

1959年11月11日：立法議会がMajulah Singapuraを国歌として採択しま
す。マレー語が国語として受け入れられます。5
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1966年：バイリンガリズムが教育の原則となります。すべての生徒
が英語と第二言語を学び、第二言語は初等教育修了試験の試験科目
となります。6

1967–1977年：小学1年生のうち華語学校に入学する者の割合が、33％
から13.75％に低下します。7

1979年9月7日：リー・クアンユーが華語運動を開始します。8

1980年8月：南洋大学がシンガポール大学と統合し、シンガポール国
立大学が誕生します。9

1987年：単一の国民教育制度の下で、母語を除くすべての科目の教
授言語が英語となります。10

1988年11月1日：法律に基づいてシンガポール法学院が設立されま
す。11

1998年11月：STAR委員会が設置されます。同委員会は1999年の
Manpower 21計画とともに、外国人材を誘致する戦略を打ち出しま
す。12

2000年4月29日：ゴー・チョクトンが正しい英語を話そう運動を開始
します。13

2008年：法律セクター発展委員会が、外国法律事務所に対する慎重
な市場開放を勧告します。これを受けて適格外国法律事務所ライセ
ンスが導入されます。14

2013年2月16日：3,000人近くが人口白書に抗議します。15

2015–2016年：スキルズフューチャーが導入されます。25歳以上のす
べての国民が、認定講座に使える500シンガポールドルのクレジット
を受け取ります。16

2020年：華人居住者が家庭で最もよく話す言語が英語となります。
2025年までに、居住者の58.1％が英語を家庭での主な言語に挙げてい
ます。17
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2021年：高等法院が一般部と上訴部に分けられます。18

2022年9月15日：ローレンス・ウォンが金融サービス産業変革マップ
2025を発表します。19

2023年9月1日：補完性評価枠組み（COMPASS）が、新規の就労パス
申請に適用されます。20

2025年1月8日：議会が職場公正法を可決します。同法は、国籍や言
語などを理由とする差別を禁止しています。21

2026年9月：国際金融センター指数でシンガポールは、ニューヨー
ク、ロンドン、香港に次ぐ4位にランクされます。22
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